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４０

〈万円〉
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歳出の主な事業

　市債と　公債費について
　市が借り入れるお金を「市債」、返済するお金を「公

債費」といいます〈左のグラフ参照〉。市債は、大規

模な建設などに充てるために借り入れられるもので

す。市債残高は年々減少傾向にあり、平成２８年度

も減らすことができました〈下のグラフ参照〉。

※

舎
な
ど
の
建
設
工
事
や
鶴
城
小
学
校
の

プ
ー
ル
改
築
工
事
な
ど
を
行
い
教
育
環
境

の
整
備
を
推
進
し
た
一
方
で
、
鶴
城
小
学

校
校
舎
な
ど
の
建
設
工
事
が
終
了
し
た
こ

と
な
ど
に
よ
り
教
育
費
は
減
少
し
ま
し
た
。

将
来
の
負
担
を

増
や
さ
な
い
た
め
に

　

公
共
施
設
の
整
備
や
大
規
模
な
改
修
工

事
を
行
う
場
合
は
、
そ
の
年
の
税
収
な
ど

だ
け
で
は
負
担
が
大
き
い
た
め
市
債
を
発

行
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
市
債
は
返
済

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
市
で
は
、
将

来
の
負
担
を
増
や
さ
な
い
た
め
に
市
債
残

高
の
低
減
に
努
め
、
ま
た
、
将
来
の
財
政

不
足
な
ど
の
事
態
に
備
え
る
た
め
財
政
調

整
基
金
な
ど
を
積
み
立
て
て
い
ま
す
。

　

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

◉
問
い
合
わ
せ
…
財
政
課（
☎
39
・
１
２

０
３
）

一
般
会
計
の
決
算
が
確
定
し
ま
し
た

　

一
般
会
計
は
、
市
の
通
常
の
業
務
に
使

わ
れ
る
会
計
で
、
平
成
28
年
度
決
算
の
収

支
は
約
18
億
円
の
黒
字
に
な
り
ま
し
た
。

　

前
年
度
の
決
算
額
と
比
較
す
る
と
、
歳

入
が
約
21
億
円
、
歳
出
が
約
18
億
円
減
少

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
鶴
城
小
学
校
校
舎

な
ど
の
建
設
工
事
の
終
了
や
、
県
の
緊
急

雇
用
創
出
基
金
事
業
の
縮
小
な
ど
に
伴
い
、

歳
入
・
歳
出
が
減
少
し
た
こ
と
が
主
な
理

由
で
す
。

歳
入

　

歳
入
の
中
心
で
あ
る
市
税
は
、
法
人
税

率
の
引
き
下
げ
に
よ
り
法
人
市
民
税
が
減

少
し
ま
し
た
が
、
景
気
回
復
に
伴
う
給
与

所
得
の
増
加
に
よ
り
個
人
市
民
税
が
増
加

し
、
ま
た
、
家
屋
の
新
築
の
増
加
な
ど
に

よ
り
固
定
資
産
税
も
増
加
し
ま
し
た
。
こ

の
ほ
か
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越
金
や
国
庫

支
出
金
は
増
加
し
ま
し
た
が
、
市
債
や
基

金
か
ら
の
繰
入
金
が
大
幅
に
減
少
し
た
こ

と
に
よ
り
、
歳
入
は
減
少
し
ま
し
た
。

歳
出

　

原
発
事
故
に
よ
る
各
種
産
業
へ
の
風
評

の
払
し
ょ
く
や
放
射
線
か
ら
健
康
を
守
る

た
め
の
取
り
組
み
を
昨
年
度
に
引
き
続
き

実
施
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
各
種
産
業
の

振
興
や
企
業
誘
致
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
利
活
用
、

人
材
育
成
、
子
育
て
支
援
な
ど
の
取
り
組

み
を
重
点
的
に
行
い
、
地
域
の
活
性
化
を

図
り
ま
し
た
。
主
な
増
減
と
し
て
は
、
臨

時
福
祉
給
付
金
の
給
付
な
ど
に
よ
り
民
生

費
が
増
加
し
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
オ
フ
ィ
ス
用
地
の

取
得
な
ど
に
よ
り
商
工
費
も
増
加
し
ま
し

た
。
ま
た
、（
仮
称
）河
東
学
園
中
学
校
校

会 計 区 分 歳 入 歳 出
国民健康保険 １４８億 ５９３万円１４５億１，５１３万円

湊町簡易水道 １，１０２万円 ８５６万円

西田面簡易水道 ２，４０５万円 ２，０３６万円
観光施設 ２億７，１２０万円 ２億７，００４万円
下水道 ３３億７，７４８万円 ３３億１，０９９万円
地方卸売市場 １億３，１３９万円 １億２，４０６万円
扇町土地区画整理 １２億３，８４８万円 １１億６，９００万円
農業集落排水 ２億７，７５６万円 ２億６，２６１万円
介護保険 １０９億９，６８７万円１０８億５，００７万円
個別生活排水 ２億５，５０７万円 ２億４，５８６万円
三本松地区宅地整備 １億２，６２４万円 ５２万円
後期高齢者医療 １２億４，２１０万円 １２億３，５０５万円

合　　計 ３２７億５，７３９万円３２０億１，２２５万円

税 目 収 入 済 額 割 合
個 人 市 民 税 ５３億 ２，８９２万円 ３４．８％

法 人 市 民 税 １１億 ４，３４５万円 ７．４％

固 定 資 産 税 ７４億 ５，２５５万円 ４８．６％

軽 自 動 車 税 ２億 ９，３３０万円 １．９％

市 た ば こ 税 １０億 ５５５万円 ６．６％

入 湯 税 １億 ５９９万円 ０．７％

合　　計 １５３億 ２，９７６万円 １００％

地方交付税
１０８億６，７７３万円

（２１．９％）

市税
１５３億２，９７６万円

（３０．９％）

国庫支出金
８１億５，３７２万円

（１６．４％）

市債
３５億５４０万円

（７．１％）

県支出金
３７億６，７４７万円

（７．６％）

繰越金
２３億５，６３８万円

（４．７％）

地方消費税交付金
２１億３，５３０万円（４．３％）

そのほか
３５億４，２２９万円（７．１％）

民生費
１９６億７，２１１万円

（４１．３％）

総務費
５４億１，２２１万円

（１１．４％）

教育費
４７億７９３万円
（９．９％）

土木費
４８億１６２万円
（１０．１％）

衛生費
３１億８，９０７万円

（６．７％）

商工費
２０億３９４万円

（４．２％）

消防費
１６億５，２４２万円

（３．５％）

農林水産業費
１４億８，４０２万円

（３．１％） 議会費
４億５９６万円（０．９％）

そのほか（労働費など）
８，２０９万円
（０．１％）

　 　 　 　 ▼子育て支援に…３１億６７５万円 ▼障がい者
支援に…１８億５，０３６万円 ▼後期高齢者医療に…１６億

６４１万円 ▼臨時給福祉給付金などの給付事業に…１

億２，８６６万円

民生費

　 　 　 　 ▼除排雪の対策に…７億７，７００万円 ▼城前
団地の建て替えに…２億７，９７５万円 ▼公園施設の長
寿命化に…６，８３６万円

土木費

　 　 　 　 ▼（仮称）河東学園中学校の建て替えに…８

億５，９７０万円 ▼ 学校施設の耐震化に…３億１，３７６万

円 ▼鶴城小学校のプール改築に…７，６７０万円

教育費

　 　 　 　 ▼廃棄物の収集や処理に…５億５，４２７万円

▼予防接種に…３億１１７万円 ▼母子健康手帳の電子
化に…２，４７４万円

衛生費

　 　 　 　 ▼ＩＣＴオフィスの整備に…４億１，６６１万円

▼企業誘致の促進に…１億６，１２１万円 ▼観光振興に
…１億１，３１６万円

商工費

　 　 　 　 ▼消防施設の整備に…７，３０９万円消防費

　 　 　 　 　 　 ▼文化施設の災害復旧に…２，４６３万円

　 　 　 　 　 　 　 ▼農業応援総合プロデュース事業に
…４，１１７万円 ▼「会津の食」ブランド化事業に…１，７０

０万円

農林水産業費

　 　 　 　 ▼公共交通の活性化に…１億４，７０１万円 ▼

防犯灯の設置に…２，３４９万円 ▼デジタル未来アート
の開催に…１，６００万円

総務費

特別会計の平成２８年度決算

首都圏などからＩＣＴ関連企業が移転できるように
するため、働きやすい、魅力的なオフィス環境の
整備を進めています（完成イメージ図）

平成２８年度一般会計の 歳入と歳出の内訳
市税の内訳と割合

Ａ Ｂ

Ａ

災害復旧費

Ｂ　公債費
４１億９，７６２万円

（８．８％）

※ ICT…情報通信技術

平成２８年度会計の
決算を報告します
　市の平成２８年度の決算額が確定しました。ここでは一般会計と国民健康保険特
別会計、介護保険特別会計の決算の概要と、市の財政状況についてお知らせします。
※国民健康保険と介護保険の特別会計の決算は４～５ページを参照。そのほかの特別会計の決算につ
いては、３ページ左下をご覧ください。詳しい市の財政状況は、６～７ページでお知らせします

歳入総額
４９６億５，８０５万円

歳出総額
４７６億８９９万円

市債残高の推移

４０８億７，６６７万円

３３万８，７６２円

市債残高

市民１人当たりの市債残高
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あいづわかまつ市政だより　２９.１１.１

【歳入】 ▼国民健康保険税…国民健康保険制
度に要する費用に充てるため、国保加入者
が納める税金 ▼国庫・県支出金…国や県が
基準に基づいて医療費の一部を負担するお
金 ▼ほかの保険からの交付金…退職被保険

者や６５歳以上７５歳未満の被保険者の医療
費の一部を社会保険などが負担するお金 ▼

繰入金…市の一般会計から一定の基準に基

づいて繰り入れるお金

【歳出】 ▼保険給付費…国保加入者が病院な
どで支払う自己負担額以外の医療費や、出
産一時金、葬祭費など ▼後期高齢者支援金
等…７５歳以上の人（一定の障がいのある人
は６５歳以上）が対象となる後期高齢者医療
制度を支えるために、国保が負担するお金

▼介護納付金…介護保険制度を支えるため
に国保が負担するお金

国保税の課税額と医療費などの関係

特定健康診査受診の有無による
1 人当たりの年間医療費の比較

▼歳出総額
１４５億１，５１３万円（１００％）

▼歳入総額
１４８億５９３万円（１００％）

要介護（要支援）認定者数

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

【歳入】 ▼国庫・県支出金…一定の基準に基

づいて国や県が負担するお金 ▼繰入金…市

の一般会計から一定の基準に基づいて繰り

入れるお金

【歳出】 ▼保険給付費…介護サービスにかか

る費用や、利用者の自己負担が一定額を超

えた際に支払われる高額介護サービス費な

ど ▼ 地域支援事業費…運動教室や講座な

ど、介護予防のための事業に使われるお金

▼基金積立金…保険給付費などの将来の増

加に備えるために積み立てるお金

※ジェネリック医薬品…新薬の特許が切れた後、それと同等の有効成分・効能を持つと認められた医薬品。後発医薬品ともよばれる

▼歳入総額
１０９億９，６８７万円（１００％）

▼歳出総額
１０８億５，００７万円（１００％）

※

国保税の収入状況
年
度 区分 課税額 収入済額 収納率 不納欠損額 収入未済額

28
年
度

現年度分 ２５億１，１７４万円 ２３億 ３３６万円 ９１．７％ ０万円 ２億 ９８７万円

滞納繰越分 ７億９，９３０万円 １億７，５５８万円 ２２．０％ ２，８１３万円 ５億９，５５９万円

合計 ３３億１，１０４万円 ２４億７，８９４万円 ７４．９％ ２，８１３万円 ８億 ５４６万円

27
年
度

現年度分 ２４億７，３０５万円 ２２億７，０２３万円 ９１．８％ １５万円 ２億 ４２０万円

滞納繰越分 ８億２，３１２万円 １億７，３０８万円 ２１．０％ ４，２８５万円 ６億 ７３０万円

合計 ３２億９，６１７万円 ２４億４，３３１万円 ７４．１％ ４，３００万円 ８億１，１５０万円
比
較
増
減

現年度分 ３，８６９万円 ３，３１３万円 ▲０．１％ ▲１５万円 ５６７万円

滞納繰越分 ▲２，３８２万円 ２５０万円 １．０％ ▲１，４７２万円 ▲１，１７１万円

合計 １，４８７万円 ３，５６３万円 ０．８％ ▲１，４８７万円 ▲６０４万円

被保険者の状況
区　分 ２７年度 ２８年度

加入状況
（年間平均）

世帯数 １８，７１７世帯１８，０７０世帯

被保険者数 ３１，２５７人 ２９，７４３人

医療給付
（１人当たり）

医療費 ３２３，６７５円 ３３２，４４８円

受診件数 １６．３４件 １６．５９件

２７年度
２８年度

医
療
費
が
増
加
し
て
い
ま
す

　

国
民
健
康
保
険（
以
下
、「
国
保
」）は
、

社
会
保
険
な
ど
に
加
入
し
て
い
な
い
人
が

加
入
す
る
医
療
保
険
で
す
。
国
保
の
歳
入

の
主
な
も
の
は
、
加
入
者
の
皆
さ
ん
が
納

め
る
国
保
税
と
、
国
や
県
な
ど
か
ら
の
支

出
金
で
す
。
国
保
の
加
入
者
が
病
院
な
ど

で
支
払
う
お
金
は
、
か
か
っ
た
費
用
の
３

割
で
、
残
り
は
国
保
か
ら
支
払
わ
れ
ま
す
。

70
歳
か
ら
74
歳
ま
で
の
人
は
、
医
療
費
の

自
己
負
担
額
が
１
割
ま
た
は
２
割（
一
定

の
所
得
が
あ
る
人
は
３
割
）で
す
。
ま
た
、

現
在
、
18
歳
以
下
の
全
て
の
人
の
医
療
費

の
自
己
負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

平
成
28
年
度
の
国
保
特
別
会
計
は
、
被

保
険
者
数
の
減
少
な
ど
に
よ
り
医
療
費
総

額
が
減
少
す
る
一
方
で
、
一
人
当
た
り
の

医
療
費
は
、
高
齢
化
や
医
療
の
高
度
化
な

ど
に
よ
り
伸
び
て
い
ま
す
。

　

医
療
費
が
増
え
れ
ば
、
皆
さ
ん
の
負
担

も
大
き
く
な
り
ま
す
。
皆
さ
ん
の
負
担
を

大
き
く
し
な
い
た
め
に
も
、
特
定
健
康
診

査
を
受
診
し
、
特
定
保
健
指
導
を
受
け

て
、
生
活
習
慣
病
の
前
段
階
で
あ
る
メ
タ

ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム（
内
臓
脂
肪
症

候
群
）を
予
防
・
改
善
し
ま
し
ょ
う
。
ま
た
、

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
を
利
用
す
る
こ
と

で
自
己
負
担
を
抑
え
る
こ
と
も
で
き
ま
す

の
で
、
か
か
り
つ
け
医
と
相
談
し
な
が
ら

切
り
替
え
て
み
ま
せ
ん
か
。

◉
問
い
合
わ
せ
…
国
保
年
金
課（
☎
39
・

１
２
４
４
）

グラフの用語解説

グラフの用語解説

介
護
を
み
ん
な
で
支
え
る
仕
組
み

　

介
護
保
険
は
、
介
護
を
社
会
全
体
で
支

え
合
う
た
め
の
保
険
制
度
で
す
。
40
歳
以

上
の
全
て
の
人
は
介
護
保
険
に
加
入
し
ま

す
。
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
人
が
支

払
う
お
金
は
、
か
か
っ
た
費
用
の
１
割
ま

た
は
２
割
で
、
残
り
は
介
護
保
険
か
ら
支

払
わ
れ
ま
す
。
本
市
で
は
、
高
齢
者
人
口

の
伸
び
と
と
も
に
介
護
や
支
援
が
必
要
な

人
も
年
々
増
加
し
、
加
入
者
が
介
護
サ
ー

ビ
ス
を
受
け
た
と
き
に
支
払
わ
れ
る
保
険

給
付
費
も
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
28
年
度
の
介
護
保
険
特
別
会
計
の

歳
入
で
最
も
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る

の
は
、
40
歳
以
上
65
歳
未
満
の
人
が「
介

護
保
険
分
」と
し
て
医
療
保
険
に
含
め
て

納
め
て
い
る「
支
払
基
金
交
付
金
」で
す
。

65
歳
以
上
の
人
が
納
め
た
保
険
料
と
合
わ

せ
る
と
、
歳
入
全
体
の
半
分
近
く
を
占
め

て
い
ま
す
。
ま
た
、
歳
出
の
約
９
割
を
占

め
る
の
は「
保
険
給
付
費
」で
す
。

　

介
護
保
険
を
支
え
て
い
る
の
は
、
皆
さ

ん
の
納
め
る
介
護
保
険
料
で
す
。
特
別
な

事
情
が
な
い
の
に
も
か
か
わ
ら
ず
保
険
料

の
滞
納
を
続
け
る
と
、
介
護
に
か
か
る
費

用
を
い
っ
た
ん
全
額
支
払
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
か
っ
た
り
、
自
己
負
担
が
３
割
に
な

る
な
ど
の
措
置
が
と
ら
れ
た
り
し
ま
す
。

介
護
保
険
料
は
忘
れ
ず
に
納
期
内
に
納
め

ま
し
ょ
う
。

◉
問
い
合
わ
せ
…
高
齢
福
祉
課（
☎
39
・

１
２
４
２
）

介護保険料の収入状況
年
度 区分 納めるべき保険料 収入済額 収納率 不納欠損額 収入未済額

28
年
度

現年度分 ２２億７，９４６万円 ２２億４，９４１万円 ９８．７％ ０円 ３，２７４万円

滞納繰越分 ５，６２８万円 ７４０万円 １３．１％ ２，０５８万円 ２，８３０万円

合計 ２３億３，５７４万円 ２２億５，６８１万円 ９６．６％ ２，０５８万円 ６，１０４万円

27
年
度

現年度分 ２２億２，０４３万円２１億９，１６０万円 ９８．７％ ０円 ３，２２８万円

滞納繰越分 ５，０６２万円 ６２３万円 １２．３％ ２，０２４万円 ２，４１５万円

合計 ２２億７，１０５万円２１億９，７８３万円 ９６．７％ ２，０２４万円 ５，６４３万円
比
較
増
減

現年度分 ５，９０３万円 ５，７８１万円 ０．０％ ０円 ４６万円

滞納繰越分 ５６６万円 １１７万円 ０．８％ ３４万円 ４１５万円

合計 ６，４６９万円 ５，８９８万円 ▲０．１％ ３４万円 ４６１万円

１，４３１人

１，３５４人

９８７人

１，００９人

１，５２３人

１，４５４人

９７１人

１，０７４人

７６２人

７６３人

９２６人

９５６人

６３３人

５９４人

国保税
３３億

１，１０４万円

受診者

医療費など
１０５億

９，７６０万円

未受診者

保険給付費
８３億３，６９９万円

１４万３８８円

 介護納付金
６億８，２８７万円

 ３万７，００８円 

後期高齢者支援金等
１５億７，７７４万円

そのほかの歳入
１億６，４２８万円（１．５％）

国庫支出金
２５億８，２８０万円

（２３．５％）

県支出金
１５億１，９６７万円

（１３．８％）

繰入金
１６億３，６１９万円（１４．９％）

保険料
２２億５，６８１万円（２０．５％）

支払基金交付金
２８億３，７１２万円

（２５．８％）

基金積立金
２億４，７７８万円（２．３％）

国庫支出金
３４億４，２６３万円

（２３．３％）
県支出金

６億７，０９５万円
（４．５％）

ほかの保険
からの交付金

３２億６，８８１万円
（２２．１％）

繰入金
１４億７８１万円（９．５％）

そのほかの歳入
３５億３，６７９万円（２３．９％）

国民健康保険税
２４億７，８９４万円（１６．７％）後期高齢者支援金等

１５億７，７７４万円（１０．９％）

介護納付金
６億８，２８７万円（４．７％）

そのほかの歳出
３９億１，７５３万円（２７．０％）そのほかの歳出

４億３，１５５万円（４．０％）

保険給付費
８３億３，６９９万円

（５７．４％）

保険給付費
９９億４，８２２万円

（９１．７％）

地域支援事業費
２億２，２５２万円（２．０％）

介護サービスの利用者数

２８年度

…施設介護サービス

２７年度

…地域密着型サービス

４，５５４人 １，２０２人

１，１９４人

…居宅介護サービス

３４４人

５６９人

4，５０１人

国民健康保険特別会計の
　　　　　平成２８年度決算の概要

介護保険特別会計の
　　　　　平成２８年度決算の概要被保険者数

区　分 ２７年度 ２８年度
７５歳以上 １８，０７３人 １８，２７４人
６５歳以上７５歳未満 １６，３５３人 １６，６５３人
４０歳以上６５歳未満 ４０，９２８人 ４０，３６４人

歳
入

歳
出

歳
出
歳
入



＊実質赤字額が生じていないため － と表記 ５００

〈億円〉

１，０００     

０
Ｈ２８Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

一般会計特別会計水道事業

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６
０

〈億円〉

３０

２０

Ｈ２７ Ｈ２８　

２７億
７，９１１万円
（９．５％）

３１億
２，９９５万円
（１０．８％）

２４億
２，４６９万円
（８．４％）

４０
３３億
８，４３５万円
（１１．６％）

１０

３２億
８，８９３万円
（１１．４％）

67

化
法
に
基
づ
く
市
の
指
標
は
お
お
む

ね
健
全
で
す
。

　

今
後
、
人
口
の
減
少
や
少
子
高
齢

化
の
進
行
な
ど
に
よ
り
、
市
の
収
入

の
減
少
が
予
想
さ
れ
ま
す
が
、
こ
う

し
た
状
況
下
で
も
、
市
民
の
皆
さ
ん

に
安
定
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

で
き
る
よ
う
、
市
で
は
今
後
も
事
務

や
事
業
な
ど
の
見
直
し
に
よ
る
歳
出

の
削
減
や
、
決
算
の
剰
余
金
の
積
み

立
て
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

　

な
お
、
詳
し
い
財
政
状
況
は
市
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
見
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

　

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

◉
問
い
合
わ
せ
…
財
政
課（
☎
39
・

１
２
０
３
）

※標準財政規模…合理的・妥当な水準で行政を行うための標準的な一般財源の
　　　　　　　　　　　　　　　　規模

1 市の財政を健全化判断比率から見る
　健全化判断比率とは、実質的な赤字や資金不足額、公債費

などを標準財政規模の額で割ったものです。財政健全化法で

は、これらの比率ごとに「早期健全化基準」・「財政再生基準」

を定め、この基準を超える自治体に対しては、財政の早期健

全化や財政の再生に取り組むように義務付けています。

　市の各種比率については、前年度より改善し、また、基準

内に収まっています。

　しかし、市の実質公債費比率は県内１３市の平均の８．２％や

類似団体の平均の４．７％と比較すると高い水準にあるため、

今後も引き続き、より健全な財政運営のために公債費の低減

に努めていきます。

2 公営企業の経営を資金不足比率から見る
　資金不足比率とは、公営企業の事業規模に対する資金の不

足額の割合です。公営企業の資金不足比率が財政健全化法の

基準以上となる場合は、公営企業の経営の改善に取り組まな

ければなりません。本市には、資金不足比率が基準以上とな

る公営企業がないため、おおむね健全な経営が行われている

といえます。

▼実質赤字比率…一般会計などの実質的な赤字額の標準財政

規模に対する比率 ▼連結実質赤字比率…自治体の全ての会計

の実質赤字額の標準財政規模に対する比率 ▼実質公債費比率
…自治体が負担する公債費の標準財政規模に対する比率 ▼将
来負担比率…自治体が将来にわたり負担する債務の標準財政

規模に対する比率 ▼類似団体…総務省が全国の市町村を人口

規模や産業構造などでグループに分類。本市が属するグルー

プは本市を含めて３８市で構成

※

〔表中の語句説明〕

財
政
が
悪
化
す
る
こ
と
を

未
然
に
防
ぐ
た
め
に

　

平
成
19
年
に
制
定
さ
れ
た「
地
方

公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す

る
法
律
」（
以
下
、「
財
政
健
全
化
法
」）

で
は
、自
治
体
は
自
ら
の
財
政
状
況

を
公
表
し
、
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら

チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
、
財
政
破
綻
を
未

然
に
防
ぐ
た
め
に
積
極
的
に
財
政
状

況
の
改
善
に
努
め
る
こ
と
が
義
務
付

け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
こ
で
は
財
政
健
全
化
法
に
基
づ

い
て
、
市
の
平
成
28
年
度
決
算
に
基

づ
く
財
政
状
況
、
特
に
赤
字
や
資
金

不
足
、
公
債
費
な
ど
の
状
況
に
つ
い

て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

会
津
若
松
市
の
財
政
指
標
は

お
お
む
ね
健
全
で
す

　

財
政
健
全
化
法
で
規
定
さ
れ
て
い

る
市
の
財
政
状
況
を
示
す
指
標
は
、

健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率

で
す
。

　

市
の
平
成
28
年
度
決
算
で
は
、
全

て
の
比
率
が
法
律
で
定
め
る
範
囲
内

に
収
ま
っ
て
お
り
、
ま
た
、
公
債
費

な
ど
の
比
率
は
前
年
度
決
算
よ
り
改

善
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
財
政
健
全

経常収支比率の推移から見る

　「経常収支比率」とは、人件費や公債費などの毎年

決まって支出する経費を、市税や普通交付税などの

毎年決まって入ってくる収入額で割ったものです。

この比率は自治体の財政の弾力性を示し、数値が低

いほど、新たな行政需要に対して自治体が柔軟に対

応できることを表します。一般に７０～８０％が適正

とされています。平成２８年度の本市の比率は、歳

入の普通交付税や地方消費税交付金の減少などによ

り上昇しています。

財政調整基金残高の推移から見る

　財政調整基金は、財源が不足する事態や災害な

どに対応するため、自治体が積み立てる「貯金」の

ようなものです。その額は、標準財政規模の１０％

程度が適正といわれています。市では毎年、決算

による剰余金の積み立てに努めています。

本市の財政状況を示すそのほかの指標

市債残高の推移から見る

　市債は、公共施設や道路などの整備に充てるた

めの市の借入金です。借り入れ後、５年から３０

年かけて返済をしていきます。この毎年の返済額

が公債費です。

　市では、公債費を抑制するため、新たな市債の

発行額を元金返済額以下にするようにして、市債

残高の低減に努めています。

年　度 比　率
平成２４年度 ８８．３％

平成２５年度 ９０．６％

平成２６年度 ８９．８％

平成２７年度 ８７．４％

平成２８年度 ８９．４％

類似団体の平均（参考） ９４．１％

参
考

※（　）内は標準財政規模に対する基金残高の比率

あいづわかまつ市政だより　２９.１１.１

◉市長への手紙の送付先・問い合わせ…秘書広聴
課（☎３９ｰ１２０６　〒９６５ｰ８６０１※住所不要　
FAX３９ｰ１４０２）

電子黒板には専用のペンや指で自由に書き込むことができ
ます。各学校でさまざまな活用を図っていきます

　電子黒板が小中学校に配置されたと聞き
ましたが、普通の黒板とは何が違うのですか。
また、どんな授業が行われるのですか。

Q
　電子黒板は、ホワイトボードに映し

出されたパソコン上の画面に、専用の

ペンなどで文字や絵を書き込んだり、パソコ

ン画面を操作したりすることができるＩＣＴ（情

報通信技術）機器です。文字の書き込みや画

面の操作などに加え、映し出されている内容

や書き込んだ内容を保存し、いつでも呼び出

すことができるので、授業の最初に、前の授

業の画面を表示しておさらいするといった活

用も可能です。

　また、今回、電子黒板の導入にあわせて「指

導者用デジタル教科書」も各学校に配布しま

した。デジタル教科書は、パソコンやタブレ

ットなどの機器の中に教科書が入っているよ

うなイメージのものです。内容を電子黒板に

映し出すことで、子どもたちが、動画や音声

で説明を受けたり、画像を操作していろいろ

な角度から見たりすることができます。今後、

さまざまな活用方法により、子どもたちの興

味や関心をひいたり、より理解を深めたりす

ることが期待されています。

　このようなＩＣＴ機器を使うことによって、

子どもたちの学力の向上を図ることはもとよ

り、効率的な情報の収集や子どもたちの発表

する力の向上にもつながっていくものと考え

ております。今後も、本市の子どもたちが楽

しく学ぶことができるよう、教育におけるＩＣ

Ｔ機器の効果的な活用に取り組んでまいりま

す。

◉詳しくは…学校教育課（☎３９ｰ１３０３）へ

A

長が答えます

あなたの　　　　に声

市

項　目 ２８年度
決算

２７年度
決算

早期健全化
基準

財政再生
基準

類似団体
平均

実質赤字比率  －＊  －＊ １１．８６％ ２０．００％
連結実質赤字比率  －＊  －＊ １６．８６％ ３０．００％
実質公債費比率 ８．８％１０．８％ ２５．００％ ３５．００％ ４．７％
将来負担比率 ３０．３％３６．３％ ３５０．０％ ２６．１％

健全化判断比率
市債残高の推移

財政調整基金残高の推移

経常収支比率の推移

１１０

４３２

２９５

計８３７

１０6

４２１

２８４

計８１１

１０３

４１６

２７６

計795

１１４

４０９

２５２

計７７５

１０６

４１２

２６３

計７８１

市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

本市の財政状況 〔平成２８年度の決算時点〕


